
子発０２０４第１号 

平成 31 年２月４日 

各都道府県知事 殿 

厚生労働省子ども家庭局長 

平成 31（2019）年度における保育所等整備交付金に係る協議について 

 保育所等の施設整備については、児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第 56 条の４の

３の規定に基づき、保育所等整備交付金により、市町村が策定する保育所等の整備計画等

に基づく事業の実施に必要な経費の一部を交付しているところである。 

 今般、平成 31 年度における本交付金に係る整備計画の協議について、別紙「保育所等の

整備、防音壁整備及び防犯対策の強化に係る整備計画協議要綱」（以下「協議要綱」とい

う。）に基づき実施することとしたので、貴職におかれては、当該協議についてご了知いた

だくとともに、貴管内市町村に対し周知していただくようお願いする。 

また、協議を予定されている市町村にあっては、協議要綱に基づき必要となる協議書を都

道府県あてに提出いただきたい。 

なお、協議に当たっては、下記の点について留意すること。 

記 

１．整備計画等の策定 

 子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）第 61 条に基づき策定する「市町村子

ども・子育て支援事業計画」及び「『子育て安心プラン』の実施方針について」（平成 31 年

1 月 17 日子保発 0117 第１号）に基づき策定する「子育て安心プラン実施計画」を踏まえ、

待機児童の早期解消の観点等から、域内の状況に応じて整備計画書等を記載すること。 

策定基準 

 次の基準に照らして十分な審査の上、整備計画、設置計画又は防犯計画（以下「整備計

画等」という。）の内容を精査すること。 

ア 用地確保状況の把握等

契約書等の権利関係を示す客観的資料により、建設用地の確保が確実であること及び



地域住民の賛同が得られていること。 

ただし、新たに建設用地を賃借して保育所等を整備する場合、内示後に締結した土地

の賃貸借契約について土地借料加算が適用されるため、ご留意されたい。（内示前に土

地の賃貸借契約を締結した場合は、土地借料加算を適用することができない。） 

 イ 法人の適格性 

   役員構成や資金計画等が適正であり、健全で安定した運営が図られている法人であり、

当該協議の段階で法人が確定していること。また、必要となる職員等の確保が確定して

いること。 

 ウ 民間補助金との調整 

   整備計画等に掲げる対象施設の保育所等の施設整備等について、民間補助金の申請と

重複していないこと。 

 エ 複合化・合築を行う場合は、全体施設の整備計画と単体部分の整備計画について各々

作成すること。 

 

２．その他の留意事項 

 ・ 平成 31 年度予算案における保育所等整備交付金の対象事業について 

平成 31 年度予算案における保育所等整備交付金の対象となる事業は、以下のとおり 

とする。 

なお、安心こども基金の残高を保有し、保育所等整備交付金の補助がなくとも対応可 

能な場合には、当該基金を優先的に充当すること。 

① 保育所等に係る施設整備事業 

② 保育所機能部分に係る施設整備事業 

③ 小規模保育事業所に係る施設整備事業 

④ 防音壁設置に係る整備事業 

⑤ 防犯対策強化に係る整備事業 

 

  ①及び②について、 

※ 幼保連携型認定こども園、保育所型認定こども園、幼稚園型認定こども園の分園の

整備について 

平成 28 年８月８日府子本第 555 号・28 文科初第 682 号・雇児発 0808 第１号内閣府

子ども・子育て本部統括官・文部科学省初等中等教育局長・厚生労働省雇用均等・児

童家庭局長通知「幼保連携型認定こども園において新たに分園を設置する場合の取扱

いについて」に基づき設置する幼保連携型認定こども園、保育所型認定こども園、幼

稚園型認定こども園の分園も整備の対象とする。 

 

※ 設置主体について 

    保育所等及び認定こども園の保育所機能部分に係る施設整備等に関して保育所等整 

備交付金の対象となる設置主体については、現行、「子育て安心プラン実施計画」の採 



択を受けている市町村又は、「子育て安心プラン実施計画」の採択を受けていない市町 

村のうち財政力指数が 1.0 未満の市町村に限り、社会福祉法人等に加えて「市町村が 

認めた者（公立施設を除く。）」を交付の対象としている。この取扱いは、「子育て安心プ 

ラン」に基づき、保育の受け皿整備を進めるため、平成 32 年度末まで継続することとし 

  ている。 

 

①及び③について、 

 ※ 補助率の嵩上げについて 

保育所等及び小規模保育事業所施設整備事業に係る国庫補助率の嵩上げの対象に

ついては、「子育て安心プラン実施計画」の採択を受けている市町村（財政力指数が

1.0 未満の市町村又は財政力指数が 1.0 以上であって、平成 31 年４月１日現在の待

機児童数（見込）が 10 人以上、かつ平成 31 年度の保育拡大量（見込）が 90 人以上

の市町村に限る。） が策定する整備計画に基づく施設整備事業（創設、増築、増改築

に限る。）であって、原則として 、「子育て安心プラン実施計画」上、施設整備を行

う保育所等又は小規模保育事業所が所在する保育提供区域において平成 31 年４月１

日現在又は整備年度の次年度の４月１日時点の申込児童数が整備年度の４月１日現

在の利用定員数を超えることが見込まれている年齢区分（「０歳児」、「１，２歳児」

及び「３歳以上児」の３区分。）の利用定員総数が増加する施設整備事業とする。 

上記原則によらない場合には、当該施設整備事業が、他の保育提供区域も含めた待

機児童の解消又は潜在的な保育需要に対応しているかについて判断する必要がある

ため、「平成 31（2019）年度予算案における保育所等整備交付金の協議募集（予定）

等について」（平成 31 年１月 22 日事務連絡）の別添１様式を提出することとし、補

助率の嵩上げの適用の可否については当該資料を審査の上決定するものであること。  

 

・ 財産処分について 

  国の補助事業により取得した社会福祉施設等の解体撤去工事費が本交付金の対象事

業となる場合は、平成 20 年６月 12 日雇児総発第 0612003 号「次世代育成支援対策施設   

整備（解体撤去工事費・仮設施設整備工事費）交付金に係る財産処分の手続等に関する

留意事項について」に準じて、同通知の財産処分（取りこわし）協議書を参考として添

付すること。 

 

・ 認定こども園の整備について（①保育所等に係る施設整備事業、②保育所機能部分に

係る施設整備事業に限る） 

  認定こども園の児童福祉施設としての保育を実施する部分又は保育所機能部分につ

いては保育所等整備交付金（厚生労働省）、学校としての教育を実施する部分又は教育

機能部分については認定こども園施設整備交付金（文部科学省）で対応することとなる。 

 

・ 認定こども園の整備に係る対象経費の按分方法について 

定員総数に占める１号定員、２号及び３号定員の割合により按分した額、又は児童福

祉施設としての保育を実施する部分又は保育所機能部分、学校としての教育を実施する



部分又は教育機能部分各々の専有面積など合理的な方法により按分した額とし、平成 30

年２月 16 日付事務連絡「保育所等整備交付金、認定こども園施設整備交付金における

対象経費の按分方法の取扱いについて」のとおりの按分方法とする。 

   

・ 防犯対策強化整備事業の対象となる経費について 

   対象となる経費については、「防犯対策に必要な工事費又は工事請負費、工事事務費」

としているため、備品等の購入費用のみの場合は、補助対象とはならない。 

  対象となる工事費の例 

  ① 門、フェンス等の外構の設置、修繕等 

   ア 外構等の設置・修繕に伴う工事費 

  ② 非常通報装置等の設置 

   ア 110 番直結非常通報装置設置に伴う工事費 

   イ 防犯カメラ設置に伴う工事費 

   ウ カメラ付インターホン設置に伴う工事費 

   エ 人感センサー設置に伴う工事費      

   オ その他、保育所等の安全管理に必要なもの      など 

 

・ 認定こども園における防犯対策強化整備事業について 

幼保連携型認定こども園、保育所型認定こども園については保育所等整備交付金、幼

稚園型認定こども園については文部科学省所管の認定こども園施設整備交付金を申請

すること。 

 

・ 定員のすべてが工事にかからない場合の交付基準額の算出方法について 

増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合には、工事にかかる定員数

を整備後の総定員数で除して得た数を、整備後の総定員数の規模における基準額に乗じ

て得た額を基準額とすること。工事にかかる定員数が算定できない場合には、「定員数

＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」として算定（※１）する。なお、解体撤

去工事費及び仮設施設整備工事費については、「定員数＝総定員数×改築面積／既存施

設の総面積」として算定（※２）する。 

※１ 幼保連携型認定こども園の場合には、「２号及び３号定員数×保育を実施する部分に係る整 

備面積／整備後の保育を実施する部分の総面積」として算定する。 

※２ 幼保連携型認定こども園の場合には、「２号及び３号定員数×保育を実施する部分に係る改 

築面積／既存施設の保育を実施する部分の総面積」として算定する。 

 

・ 耐震診断費、実施設計費について 

保育所等整備交付金については、耐震診断費は対象外経費とし、実施設計費について

は内示後に契約したものについてのみ対象経費として認める。 

 



 ・ 交付対象となる施設整備について 

   本交付金における施設整備については、自己所有物件に限り交付対象としており、賃

貸物件については対象外である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



 
保育所等の整備、防音壁整備及び防犯対策の強化に係る整備計画協議要綱 

 
 
１ 協議書様式、提出部数 
 

提出する部数は、各２部とする。 
 
 
（１） 保育所等整備計画書・防音壁設置計画書・防犯対策強化整備計画書 

・・・ 様式第１号 
（２）保育所等整備交付金協議書・・・・・・・・・ 様式第２号 
   ※ 防音壁整備事業、防犯対策強化整備事業についても同様式を使用。 

 
施設の配置図及び施設の経歴・・・・・・・・ 様式第２号（別紙１） 

 
   工事実施前の施設の平面図・・・・・・・・・ 様式第２号（別紙２） 
 

整備工事実施後の施設の平面図・・・・・・・ 様式第２号（別紙３） 
 
（３）別添の交付要綱の８（１）ア又は８（３）アによる整備を行う場合、子育て安心プ

ラン実施計画の採択通知の写しを添付すること。 
 
（４）整備区分が大規模修繕等、防犯対策強化整備事業（門、フェンス等の外構の設置、

修繕等）又は防犯対策強化整備事業（非常通報装置等の設置）の場合、公的機関（都道
府県又は市町村の建築課等）の見積り、工事請負業者２社の見積りの写しを添付するこ
と。 

 
（５）定期借地権設定のための一時金加算を適用する場合、当該施設等を整備する用地に

係る国税局長が定める路線価図を添付すること。また、併せて当該土地の概要が分かる
資料（当該土地の面積が分かる求積図または全部事項証明書、倍率方式にて自用地の評
価額を算出している場合は固定資産税評価額の分かる資料等）を添付すること。 

 
（６）保育所等に係る施設整備事業及び保育所機能部分に係る施設整備事業について「市

町村が認めた者」が設置主体となる市町村がある都道府県におかれては、子育て安心プ
ラン実施計画の採択通知の写しを添付すること。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 



２ 協議書の提出先、提出期限及び内示予定 
 
（１） 提出先 
 

〒100-8916 
    東京都千代田区霞が関１－２－２ 
      厚生労働省子ども家庭局子育て支援課施設調整等業務室調整係 
 
（２）提出期限及び内示予定 

 協議書提出期限 内示予定 使用する予算 
①  2019 年２月８日（金） 2019 年４月上旬 

平成 31 年度当初（※） 
②  2019 年４月５日（金） 2019 年６月上旬 

③  2019 年６月７日（金） 2019 年８月上旬 

④  2019 年８月５日（月） 2019 年 10 月上旬 

⑤  2019 年 10 月７日（月） 2019 年 12 月上旬 

※ 平成 30 年度当初予算及び補正予算に繰越がある場合には、繰越分を優先的に使用する。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１号 

 

平成  年度保育所等整備計画書・防音壁設置計画書・防犯対策強化整備計画書 

平成  年度認定こども園施設整備交付金に係る整備計画書（市町村用） 

 

市町村名：   県   市 

 

整備計画等の概要                         （単位：千円） 

施 設 名 
施設 

種別 

設置 

主体 
所 在 地 

整備 

区分 

対象経費

の支出予

定額 

交付金 

申請額 

年次 

計画 

抵当権

設定の

有無 

        有・無 

        有・無 

        有・無 

        有・無 

        有・無 

        有・無 

        有・無 

        有・無 

        有・無 

        有・無 

合計    

 

（注）抵当権設定の有無は、保育所等整備交付金（防音壁整備事業及び防犯対策強化整備事業を除く）を

活用する場合に記入すること。 

 

 
 
 
 
 

 
 



 
様式第１号 記入要領 

 

市町村名の欄には、都道府県名も合わせて記入すること。 

 

＜整備計画等の概要＞ 

  整備予定の保育所、認定こども園等について「施設名」・「施設種別」・「設置主体」・「所在地」・「整備

区分」・「対象経費の支出予定額」・「交付金申請額」・「年次計画」・「抵当権設定の有無」を記入すること。 

 ※「施設種別」：整備後の施設種別（保育所、保育所分園、幼保連携型認定こども園、幼保連携型認定

こども園分園、保育所型認定こども園、保育所型認定こども園分園、幼稚園型認定こども園、幼稚園

型認定こども園分園、小規模保育事業所の別）を記入すること。 

※「整備区分」：創設・増築・増改築・改築・大規模修繕等・民老・防音壁整備・外構（防犯対策強化

整備のための門、フェンス等の外構の設置、修繕等の場合）・非常通報装置等（防犯対策強化整備の

ための非常通報装置等の設置の場合） 

 ※「交付金申請額」：「交付金申請額」を算出し、記入すること。 

 ※「年次計画」：単年度事業の場合は「単年度」、継続事業の場合は「平成  年度●●％～ 

平成  年度●●％」と記入すること。 

 ※「抵当権設定の有無」：「保育所等整備交付金（防音壁整備事業及び防犯対策強化整備事業を除く）」

を活用する場合、平成 20 年 4 月 17 日雇児発第 0417001 号「厚生労働省所管一般会計補助金等に係

る財産処分について」の別添１「厚生労働省所管一般会計補助金等に係る財産処分承認基準」第３の

３の（１）に規定する抵当権の設定の有無について、○を付すこと。 

 ※１つの施設で複数の整備区分がある場合でも、１つを記入し、整備区分については、主たる整備区分

（整備計画に基づく主な整備目的）を記入すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第２号－１　

⇒

（ 年度

（ 年度 年度 （国庫協議予定額

年 月 日

年 月 日

（ 年度 ） 年 月 日

（ 千円 ) 年 月 日

（

）

※（a)と(g)を比較して小さい方

※ 2か年事業の場合は(h)×進捗率で当該年度分を算出。2か年目の場合は、1か年目の協議書及び交付決定通知書の写しを添付すること。

用地について（地域住民との調整状況・環境等）

用地未決定の場合における手続きの状況

平成

平成

千円

公的機関見積額(計算式等)

大規模修繕等・防犯
対策強化事業の場合

千円

有・無

認定こども園整備 幼稚園耐震化整備 防犯対策整備
認定こども園施設整備交付金を活用する場合、該当する事業区
分に○を付けること。

整
備
方
式

年度

点

平成 財産処分承認申請の必要の有無

　※「有」「無」を記入し、「有」の場合は
　（　）に「解体」「転用」「その他」を記入

造

㎡　⇒　整備後 ㎡

完 成 予 定 年 月 日

一般整備   ・   地域の余裕スペース

地域の余裕スペース　：　施設名等

整備前　⇒　整備後

㎡

整備前

整備前
名　⇒　整備後

％）

民 老 分
（参　考）

建物延面積及び構造

危険地区
指定の有

無

定　　員

年次計画
単年度

用

地

の

状

況

年）

賃借権借 地

現在

継　続

現存率

（借用の相手

年買収予定

地上権

（経過年数

老朽度

 国庫補助の有無

名　⇒　増減

％

階

千円）

階

※有の場合、「老朽民間児童福祉施設等の整備について」（雇児

発第0612001号 平成20年6月12日厚生労働省雇用均等・児童家庭局

長通知）に定める様式を提出すること。

造　⇒　整備後

※「有」・「無」を記入（「有」の場合は（）内
に「金額」を記入）

契 約 予 定 年 月 日

）
開 所 予 定 年 月 日

平成

平成　　年度  保育所等整備交付金・認定こども園施設整備交付金協議書

所 在 地
（移転前） （移転後）

（フリガナ）

施 設 名

公立・社会福祉法人・学校法人・その他（　　　）

交付金 施設種別

都道府県名

市町村名

経 営

主 体

部（局）課名　　　　　

担当者名　　

電話　

申請の有無

新
･
既

（フリガナ）

 名　 称

（フリガナ）

設置主体名

整備区分

□保育所等整備交付金　□認定こども園施設整備交付金 他の補助金申請の有無

防犯対策
（外構）

防犯対策（非常
通報装置等）

増築 増改築 改築

防音壁
整備事業

大規模修繕

施設
種別
の変
更

民老改築創設

事業区分

特殊附帯工事費

既
存
施
設

　
　
の
状
況

施

行

計

画

施設整備区分

　※「有」「無」を記入し、「有」の場合は
　（　）に「年度」「金額」を記入

所 有

着 工 予 定 年 月 日

（平成 月）

財産処分の種類

（

建築年度

定期借地権

㎡

無償貸与）

保育所等整備交付金部分

㎡

認定こども園施設整備交付金部分

本体
（冷暖･浄化･ＥＶ･事務費）

土地借料加算

設計料加算

開設準備費加算

交付基準額

(定員等) (定員等)

地域の余裕スペース活用促進加算

(基準額)(計算式等) (基準額)

交付金の額
千円 千円

交付金の額（h）
千円

実支出予定額(b)
×補助率 (f)

(e)と(f)を比較して
小さい方(g) 千円

千円 千円

千円

千円

計（a)

(c-d)×補助率 （e）
千円

待機児童解消に向けて緊
急的に対応する施策の参

加の有無

有　・　無

対象経費の実支出予定額 (b)

総事業費（c)

寄付金その他の収入額 (d)

豪雪 ・ 沖縄 ・ 過疎

山村 ・ 南ト ・ 離島

定期借地権設定のための一時金加算

解体撤去工事費
（木・非木）

仮設施設整備工事費

千円

％）

％～

名

有  ・  無

工事請負業者見積額

円

円

財政力指数（３か年平均）

「子育て安心プラン実施
計画」の採択の有無

千円

特別法適用の有無

子育て安心プラン実施計画に
おける保育提供区域名

千円

千円

有  ・  無

千円 千円

千円

国土強靱化地域計画の有
無

防災・減災、国土強靭化
のための３か年緊急対策
に基づく事業への該当の

有無

有  ・  無



様式第２号－２　

入所率（現員／定員）

（按分率の算出方法）

　1.65㎡×２歳未満児定員数（ 人）＝ ㎡

　 3.3㎡×２歳未満児定員数（ 人）＝ ㎡

　1.98㎡×２歳以上児定員数（ 人）＝ ㎡

　1.98㎡×２歳以上児定員数（ 人）＝ ㎡

　

　屋　外　遊　戯　場　（適・否）

　 3.3㎡×２歳以上児定員数（ 人）＝ ㎡

保育に必要な用具　　（適・否）

整備前の定員内訳

定員に占める2・3号子どもの割合

定員に占める1号子どもの割合 ％

％

整備後の定員内訳

設置者負担
総事業費

支
給
認
定
区
分
別

内
訳

支給認定こども 1号 2号 3号 合　計

(        ) 計医療機構等借入

千円 千円 千円

月）当初 補正（ 当初設置主体の予算措置状況

千円

市町村の予算措置状況 月） 補正（

資

金

内

訳

区分 交付金
一般財源 地　方　債

市町村
負担額 寄　付　金地方単独補助

施設
千円 千円 千円 千円千円 千円

㎡

工事（修繕）の内容・施設整備を必要とする理由（民老改築の場合は、緊急的な整備を要する理由）

最
低
基
準
適
合
状
況
（

整
備
後
）

区　　　分 適合状況 延　面　積 最　　低　　基　　準　　面　　積　　等

0

計

都道府県・市町村名　　　　　　　　

　　その他（　　　　　　　　　　　） ㎡

合　　　　　　計 ㎡

　　地域子育て支援相談室 ㎡

　　屋外遊戯場

そ　の　他 ㎡

㎡

　　一時預かり保育室 ㎡

　　病児・病後児保育室
　　（病児型・病後児型）

便　　　所 （　適 ・ 否　）

㎡

保　育　室 ㎡

㎡

医　務　室 （　適 ・ 否　） ㎡

小　　計 （　適 ・ 否　） ㎡

調　理　室 （　適 ・ 否　） ㎡

0

ほ ふ く 室 ㎡ 0

　

乳　児　室 ㎡

0

遊　戯　室 ㎡ 0

小　　計 （　適 ・ 否　）

施設種別 施 設 名

児
童
年
齢
別
内
訳

現　在

定員

2 3 5 合　計

%

整備後

定員

4年齢 0 1

現員

一時預かり事業を行う場合の人数

病児・病後児保育事業（病児型・病後児型）を
行う場合の人数

（　　　　　　　　　　）を行う場合の人数



様式第２号－１　

⇒

（ 年度

（ 年度 年度 （国庫協議予定額

年 月 日

年 月 日

（ 年度 ） 年 月 日

（ 千円 ) 年 月 日

（

）

※（a)と(g)を比較して小さい方

※ 2か年事業の場合は(h)×進捗率で当該年度分を算出。2か年目の場合は、1か年目の協議書及び交付決定通知書の写しを添付すること。

平成○○年度  保育所等整備交付金・認定こども園施設整備交付金協議書

都道府県名 部（局）課名　　　　　

交付金 施設種別 幼保連携型認定こども園
市町村名

（フリガナ）

 名　 称
○○学園

所 在 地
（移転前） （移転後）

公立・社会福祉法人・学校法人・その他（　　　）
新
･
既

担当者名　　

電話　

（フリガナ）

施 設 名 ○○園
（フリガナ）

設置主体名 （学）○○学園 経 営

主 体

事業区分 ○ 認定こども園整備 幼稚園耐震化整備

一般整備   ・   地域の余裕スペース

大規模修繕
防音壁

整備事業
防犯対策
（外構）

改築 民老改築
施設
種別
の変
更

整備前　⇒　整備後
整
備
方
式

幼保連携型認定こども園

防犯対策整備
認定こども園施設整備交付金を活用する場合、該当する事業区
分に○を付けること。

地域の余裕スペース　：　施設名等

申請の有無 ☑保育所等整備交付金　☑認定こども園施設整備交付金 他の補助金申請の有無

定　　員 現在 60 名　⇒　増減 60 名　⇒　整備後 120 名 建物延面積及び構造
整備前 2

防犯対策（非常
通報装置等）

幼稚園

整備区分
保 創設 増築 増改築 幼

千円）

無

※「有」・「無」を記入（「有」の場合は（）内
に「金額」を記入）民 老 分

（参　考）

㎡

整備前 木 造　⇒　整備後 鉄筋コンクリート 造

階 500.00 ㎡　⇒　整備後 2 階 800.00

※有の場合、「老朽民間児童福祉施設等の整備について」（雇児

発第0612001号 平成20年6月12日厚生労働省雇用均等・児童家庭局

長通知）に定める様式を提出すること。

既
存
施
設

　
　
の
状
況

建築年度 S55 年度  国庫補助の有無  財産処分承認申請の必要の有無 施

行

計

画

契 約 予 定 年 月 日

（
老朽度 3,000 点

有
S55 財産処分の種類

継　続 ％～ ％）
年次計画

単年度 30 100 ％）

平成 ※ 4 15

（経過年数 38 年）
　※「有」「無」を記入し、「有」の場合は
　（　）に「年度」「金額」を記入

　※「有」「無」を記入し、「有」の場合は
　（　）に「解体」「転用」「その他」を記入 着 工 予 定 年 月 日 平成 ※ 4 20

31

現存率 ％ 15,000 有 開 所 予 定 年 月 日 平成 ※ 4
解体 ）

完 成 予 定 年 月 日 平成 ※ 3

年 月） ㎡

1

用

地

の

状

況

所 有 ㎡ 用地未決定の場合における手続きの状況 危険地区
指定の有

無買収予定 （平成

有・無
（借用の相手 個人 1,500.00 ㎡

借 地 地上権 賃借権 定期借地権 無償貸与） 用地について（地域住民との調整状況・環境等）

施設整備区分
交付基準額 大規模修繕等・防犯

対策強化事業の場合保育所等整備交付金部分 認定こども園施設整備交付金部分

(定員等) (計算式等) (基準額) (定員等)

円

特殊附帯工事費 太陽光発電設備の整備 10,220 - 太陽光発電設備の整備 7,600 工事請負業者見積額

(計算式等) (基準額) 公的機関見積額

本体
（冷暖･浄化･ＥＶ･事務費）

都市部、
定員41～70名

103,100 60
都市部、

定員41～70名
77,40060

円

設計料加算 (103,100+10,220）×5％ 5,666 - (77,400+7,600）×5％ 4,250
「子育て安心プラン実施

計画」の採択の有無

地域の余裕スペース活用促進加算 0

財政力指数（３か年平均）

0.950

特別法適用の有無

-

開設準備費加算 19千円×60人 1,140 有  ・  無

子育て安心プラン実施計画に
おける保育提供区域名

○○地域

都市部、
定員41～70名

4,075-

定期借地権設定のための一時金加算 30,000×1/2×2/3 10,000-

320,000
千円

300,000
千円

対象経費の実支出予定額 (b) 250,000
千円

250,000
千円

国土強靱化地域計画の有
無

計（a) 160,126
千円

95,445
千円

仮設施設整備工事費 60

(c-d)×補助率 （e） 213,333
千円

150,000
千円

寄付金その他の収入額 (d) 0
千円

0
千円

豪雪 ・ 沖縄 ・ 過疎

山村 ・ 南ト ・ 離島

待機児童解消に向けて緊
急的に対応する施策の参

加の有無

有　・　無

総事業費（c)

-

-

-

-

(e)と(f)を比較して
小さい方(g) 166,666

千円
125,000

実支出予定額(b)
×補助率 (f) 166,666

千円
125,000

-
解体撤去工事費
（木・非木）

60
都市部、

定員41～70名
2,120

土地借料加算 30,000

有  ・  無

交付金の額
千円 千円

千円

交付金の額（h） 160,126
千円

95,445
千円

千円

防災・減災、国土強靭化
のための３か年緊急対策
に基づく事業への該当の

有無

有  ・  無



様式第２号－２　

（按分率の算出方法）

　1.65㎡×２歳未満児定員数（ 人）＝ ㎡

　 3.3㎡×２歳未満児定員数（ 人）＝ ㎡

　1.98㎡×２歳以上児定員数（ 人）＝ ㎡

　1.98㎡×２歳以上児定員数（ 人）＝ ㎡

　

　屋　外　遊　戯　場　（適・否）

　 3.3㎡×２歳以上児定員数（ 人）＝ ㎡

保育に必要な用具　　（適・否）

当初 補正（ 月）市町村の予算措置状況 当初 補正（ 月）

計

設置主体の予算措置状況

千円

施設
千円 千円 千円 千円

資

金

内

訳

区分 交付金
市町村
負担額

設置者負担
総事業費

一般財源 地　方　債 医療機構等借入

千円

寄　付　金地方単独補助(        ) 計
千円 千円 千円 千円

0

合　　　　　　計 ㎡

工事（修繕）の内容・施設整備を必要とする理由（民老改築の場合は、緊急的な整備を要する理由）

最
低
基
準
適
合
状
況
（

整
備
後
）

区　　　分 適合状況 延　面　積

　　屋外遊戯場 ㎡

　　その他（　　　　　　　　　　　） ㎡

　　病児・病後児保育室
　　（病児型・病後児型）

㎡

　　地域子育て支援相談室 ㎡

そ　の　他 ㎡ 　

　　一時預かり保育室 ㎡

便　　　所 （　適 ・ 否　） ㎡

医　務　室 （　適 ・ 否　） ㎡

小　　計 （　適 ・ 否　） ㎡

調　理　室 （　適 ・ 否　） ㎡

0

遊　戯　室 ㎡ 0

小　　計 （　適 ・ 否　） ㎡

保　育　室 ㎡

ほ ふ く 室 ㎡ 0

最　　低　　基　　準　　面　　積　　等

乳　児　室 ㎡ 0

50 ％

整備後

定員 定員に占める2・3号子どもの割合

30 120

% 定員に占める1号子どもの割合 50 ％

60

整備後の定員内訳現員

1号 2号

60 30

60

3 4 合　計 支
給
認
定
区
分
別

内
訳

支給認定こども

整備前の定員内訳

都道府県・市町村名　　　　　　　　
施設種別 施 設 名

児
童
年
齢
別
内
訳

年齢 0 1 5

入所率（現員／定員）

一時預かり事業を行う場合の人数

病児・病後児保育事業（病児型・病後児型）を
行う場合の人数

（　　　　　　　　　　）を行う場合の人数

2 3号 合　計

現　在

定員



様式第２号　記入要領

この様式は、すべての施設ごとに作成すること。
都道府県・市町村名の欄は、都道府県名も必ず記入すること。

１　全施設共通事項（同一施設であって、「整備区分」が複数ある場合は、複数作成すること。）
 ○基本情報
　(1) 「施設種別」「施設名」「設置主体名」「経営主体」：特に経営主体については、名称を記入するほか
   　社会福祉法人、学校法人立等の区分並びに新規又は既存法人の区分を○で囲むこと。
　　　※施設名、設置主体名等が仮称の場合は、名称の前に（仮）と付すこと。
　　　※設置主体名、経営主体名を記入する際の法人の略称は次のとおりとすること。
　　　　社会福祉法人=(福)、学校法人=(学)、日本赤十字社=(日赤)、公益財団法人=(公財)、公益社団法人=(公社)
　　　※経営主体が公立となるのは小規模保育整備事業のみである。
　(2) 「所在地」：創設等の場合は、移転後欄にのみ所在地（町名、地番まで）を記入すること。
　(3) 「整備区分」「整備方式」：協議する施設の整備区分及び整備方式の区分を○で囲むこと。
　(4) 「施設種別の変更」：整備前・後の施設種別（保育所、幼稚園、幼保連携型認定こども園など）を記入すること。
　　　整備前について、新設は「新設」、幼稚園・保育所の双方を併せて1施設に整備する場合は「保育所・幼稚園」と記入。
　(5) 「年次計画」：複数年継続事業の場合、各年度の進捗予定率を記入すること。
　(6) 「建物延面積」「建物構造」「定員」：創設等の場合は、整備後欄に記入すること。
　(7) 「民老分」：民老改築に係る協議の有無、民老改築に係る国庫協議額について記入すること。
　(8) 「既存施設の状況（各欄）」：整備区分が創設以外の場合に記入すること。
  (9) 「施行計画」：それぞれの区分に従い、時期を記入すること。

 ○用地の状況
　(1) 用地の確保について、該当する欄に適宜記入すること。
　(2) 「危険地区指定の有無」：　地すべり危険か所等危険区域の指定の有無について○で囲むこと。
　　なお、指定がある場合で、安全区域に移転する場合は、「危険区域所在施設移転改築計画」（平成
　　20年６月12日雇児発第0612010号通知）を本協議書に添付すること。

○整備に係る経費内訳
　(1) 「施設整備区分」
　　①　施設本体の工事に含まれる項目を○で囲むこと。
　　　(冷暖)=冷房・暖房・冷暖房、(浄化)=浄化槽、(ＥＶ)=昇降機、
　　② 解体撤去工事がある場合は、解体する施設の構造（木造・非木造）の区分を○で囲むこと。　
　(2) 「定員等」：区分毎の定員を記入すること。
　(3) 「対象経費の実支出予定額」：協議施設の整備に係る総事業費のうち対象経費の合計を記入すること。
　　　　　　　　　　ただし、工事事務費については、本体工事費（各種加算を除く）の2.6％を上限とする。
　(4) 「大規模修繕等・防犯対策強化事業の場合」：公、民それぞれの見積額を記入し、その内容を箇条書きで
　　記入すること。(見積りは、公１民２で合い見積りを取り、民については低い方の額を記入すること。)また、同一施設
　　において、他の整備区分と重複する場合は、大規模修繕等・防犯対策強化事業（外構）・防犯対策強化事業（非
　　常通報装置等）のみ別葉で様式を作成すること。交付基準額については、大規模修繕等は見積額に国の負担
　  割合を乗じた額を記入すること。（総事業費が500万円以上の案件）防犯対策強化事業（外構）は見積額に
　　2分の1を乗じた額を記入すること。（総事業費が30万円以上の案件）防犯対策強化事業（非常通報装置等）
　　は見積額に2分の1を乗じた額と90万円を比べて低い額を記入すること。（総事業費が30万円以上の案件） 
 ○特別法適用の有無について、該当する区分を○で囲むこと。（区分は以下のとおり）

 ○防災・減災、国土強靭化のための３か年緊急対策に基づく事業とは、以下に該当する事業とする。
　　（幼保連携型保育園、幼稚園型認定こども園）
　　・倒壊し又は崩壊する危険性が特に高い施設（Is値0.3未満）の耐震化
　　・平成30年10月に実施した学校施設等の緊急点検の結果明らかとなった、安全性に課題のある非構造部材（屋根や
　　　天井等）の耐震対策
　　（保育所、保育所型認定こども園、小規模保育事業所）
　　・昭和56年以前に建築された施設のうち、耐震診断の結果、改修等の必要があるとされた施設の耐震化整備

 ○市町村負担割合に満たない場合は、当該市町村負担額に応じて交付金の額を減額すること。

２　施設別様式（様式第２号－２）
 ○本様式に記入する施設：保育所、保育所分園、幼保連携型認定こども園、幼保連携型認定こども園分園、
　　保育所型認定こども園、保育所型認定こども園分園、幼稚園型認定こども園、幼稚園型認定こども園分園、
　　小規模保育事業

 ○児童年齢別内訳
　(1) 「現在」：現在（施設整備前）の各年齢毎の定員及び利用児童数を記入すること。
　(2) 「整備後」：整備後（施設整備後）の各年齢毎の定員数を記入すること。
　　　また、一時預かり保育室等を一体的に整備する場合、その実施事業の利用児童数を記入すること。

 ○最低基準適合状況等
　(1) 「適合状況」：協議施設について、様式に掲げた区画の延べ面積を記入し、最低基準が設けられた

 　　区画については、「適・否」を記入すること。また、その適合状況を確認した方法を簡潔に記入す
　　ること。
　(2) 「その他」：一時預かり保育室以降の区分にかかる延べ面積の合計を記入すること。
　(3) 「工事（修繕）の内容・施設整備を必要とする理由」：実施する工事の内容及び協議施設の整備が必要な理由
　　　について、具体的に記入すること。
 ○資金内訳について、該当欄に金額を記入すること。

 ○様式第２号－２に必要な添付資料
　　協議施設及びその事業の特色など参考となる資料を適宜添付すること。
　　(例）・対象事業費の按分、内訳等の算定資料
　　　　　・2か年事業の進捗率の説明資料
　　　　　・基準額算定に用いる定員についての説明資料（増築、一部増改築等の場合に工事に係る定員を算定する場合等）

南ト

法　　律　　等　　名　　称
豪雪地帯対策特別措置法

区分

山村
過疎 過疎地域自立促進特別措置法

豪雪
沖縄 沖縄振興特別措置法

山村振興法
南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法

離島 離島振興法、奄美群島振興開発特別措置法、小笠原諸島振興開発特別措置法



様式第２号 別紙１ 

施設の配置図及び施設の経歴 
 

都道府県・市町村名             

法人名                    

施設名                    

 

（Ａ）沿 革（施設の発足から今日に至るまでを簡単に（箇条書）に記載すること。） 

      

      

      

      

      

      

（Ｂ）配置図 

 

用地面積         ㎡（借用地の場合は、借入先を記載すること。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （注）整備後の施設配置についても朱書で記入すること。 

（Ｃ）施設の経歴                                        定員   名 

整理 

番号 
建物の名称 構造 所有の状況 延面積 

補助の状況 
説        明 

補助金名 年 度 金額 

１ 保育所 
鉄筋 

二階 
自己所有 

㎡ 

1,500 
国庫補助金 

昭 

63 

千円 

80,000 

昭和 63 年創設 

（４月１日現在定員 60 名） 

２ 乳児室 
鉄筋 

平屋 
自己所有 100 国庫補助金 

平 

５ 
20,000 

平成５年増築 

（10 月１日現在定員 70 名） 

３ 
子育て 

支援室 

木造 

平屋 

借家 

（借入先） 
90 － － － 平成 11 年度創設 

４ 保育室 
鉄筋 

二階 
自己所有 150 国庫補助金 29 28,000 

平成 31 年増築 

（４月１日現在定員 90 名） 

         

 合   計        

（注）１ 配置図及び経歴は、記載例のとおり詳細確実に記入すること。 

   ２ 今回協議部分は朱書し、一見して他と判別できるようにすること。 

   ３ 賃貸物件は補助対象外であるため留意すること。 

 

（Ｄ）用地の状況（地すべり防止区域等危険区域内である場合は、その名称、指定年月日及び防災措置の状況を記入するこ

と。） 
 
 

 
保育所 

子育て支援室 

園庭 
乳

児

室 

保

育

室 



様式第２号 別紙２ 

工事実施前の施設の平面図 
 

都道府県・市町村名             

法人名                    

施設名                    

 

 
   

建物の名称  階段  階部分 

 
   

調理室 

（70 ㎡） 

遊戯室 

（66 ㎡） 

保育室 

（５歳児） 

（66 ㎡） 

20 人 

トイレ 

（33 ㎡） 
保育室 

（４歳児） 

（66 ㎡） 

15 人 

保育室 

（３歳児） 

（66 ㎡） 

15 人 

玄関 

（33 ㎡） 
職員室 

（66 ㎡） 

保育室 

（１歳児） 

（33 ㎡） 

10 人 

ほふく室 

（33 ㎡） 

倉庫 

（33 ㎡） 

ホール 

（33 ㎡） 

乳児室 

（33 ㎡） 

10 人 

授乳室 

医務室 

廊下（70 ㎡） 

   テラス（66 ㎡） 

 

 

 

１ 構 造                     造    階建 

２ 延 面 積                           ㎡ 

３ 建築（移築）年月日                     年  月  日 

          （経過年数）                       （   ）年 

４ 定       員                           名 

５ その他の参考事項 

 

 

 

 

 

 

（注）１ 各室の名称、面積を必ず記入すること。また、居室については、１室当たり定員を記入すること。 

   ２ 建物の構造、建築（移築）年月日（経過年数）及び国庫補助を受けた年度と額を必ず記入すること。 

   ３ その他参考事項欄には、古材を使用した建物である場合等においてその内容を記入すること。 

   ４ 施設の新築については作成を要しないこと。 

 
 
 



様式第２号 別紙３ 

整備工事実施後の施設の平面図 
 

都道府県・市町村名             

法人名                    

施設名                    

 

 
   

建物の名称  階段  階部分 

 
   

調理室 

（70 ㎡） 

遊戯室 

（66 ㎡） 

保育室 

（５歳児） 

（66 ㎡） 

20 人 

トイレ 

（33 ㎡） 
保育室 

（４歳児） 

（66 ㎡） 

15 人 

保育室 

（３歳児） 

（66 ㎡） 

15 人 

玄関 

（33 ㎡） 
職員室 

（66 ㎡） 

保育室（１歳児） 

（66 ㎡） 

30 人 

倉庫 

（33 ㎡） 

ホール 

（33 ㎡） 

トイレ 
ほふく室 

（33 ㎡） 

乳児室 

（33 ㎡） 

10 人 

授乳室 

医務室 

廊下（70 ㎡） 授乳室 

   テラス（66 ㎡） 

 
 
 
 
 

１ 構 造                   造    階建 

２ 延 面 積                         ㎡ 

３ 着 工 予 定 年 月 日                   年  月  日 

４ 竣 工 予 定 年 月 日                   年  月  日 

      ５ 定       員                         名 

６ その他の参考事項 

 

 

 

 

（記入上の注意事項） 

１ 各室の名称、面積を必ず記入すること。また、居室については、１室当たり人員を記入すること。  

   ２ 他の社会福祉施設等（他省庁所管施設を含む。）との合築の場合には、全体の平面図を必ず添付し、各々設備の 

帰属を施設ごとに区分すること。 

   ３ その他参考となる資料があれば添付すること。 


